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メッキ加工会社の工場に勤務する A が、

中国人研修生の歓送迎会に参加した後、

残った業務を行うために車で工場に戻る途

中、中国人研修生を自宅に送った際にト

ラックと衝突して死亡したもの。

　

当初、労働基準監督署は歓送迎会を業務

外の私的な会合で、事故は業務外であると

判断したが、遺族が労災認定を求めて提訴。

一審・二審とも労働基準監督署の判断を支

持したが、最高裁では「歓送迎会は会社の

事業活動に密接に関連し、会社により参加

しないわけにはいかない状況に置かれた」

と指摘し、一審・二審を破棄し、業務上の

災害との判断がなされた。　

労災認定となる「業務災害」とは「労働

者の業務上の負傷、疾病、障害または死亡」

で「業務上」であるかの判断は災害が業務

に起因し（業務起因性）、災害が業務の遂

行中に発生＝労働者が事業主の支配ないし

管理下にある状態で発生したものであるこ

と（業務遂行性）が必要とされている。

従来は、歓送迎会などは有志が親睦を深

めるために行う私的な会合とみなされ、本

来の業務ではないことから業務起因性はな

いとして労災認定されてこなかった。この

ため労基署も当初は業務外として労災認定

しなかった。遺族は労基署の決定を不服と

し、国に労災認定を求めて提訴した。

事故の当日、営業企画の業務担当であ

る A は翌日に提出する資料作成に追われて

いたことから、その日に企画されていた中

国人研修生の歓送迎会への参加は断ってい

が

え
る
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た。しかし、歓送迎会を企画した A の上司

から再三参加を打診され、資料作成につい

ても歓送迎会の後に上司自ら手伝うからと

いうことで歓送迎会に参加することとなっ

た。A 以外の従業員は全員参加であった。A

は作業着のまま 1 時間半遅れで歓送迎会に

出席。歓送迎会の後に仕事をすることを考

えてか、酒は飲んでいなかった。ところが、

中国人研修生が泥酔したため、仕事に戻る

前に工場と同方向にある研修生を自宅のア

パートへ送ることとなった。その際に事故

に遭い、死亡した。この歓送迎会の費用は

会社が負担していた。

裁判では、一審・二審も「歓送迎会は、

中国人研修生との親睦を深めることを目的

として、会社の従業員有志によって開催さ

れた私的な会合であり、A が会に途中から

参加したこと、送迎のために A が任意に

行った運転行為が事業主である会社の支配

下にある状態でされたものとは認められな

い」として、労基署判断を支持した。遺族

は最高裁へ上告。最高裁は、労災と認めな

かった労基署の決定を取り消す判決をいい

渡し、遺族側が逆転勝訴となった。

最高裁で労災と認められた理由は、以下

の通りである。

資料提出期限が翌日に迫っていること

からいったんは断ったが、上司から「今日

が最後だから」などと参加を求められたこ

と、「提出期限が延期されず歓送迎会後に

職場に戻ることを余儀なくされた」こと、

泥酔した中国人研修生を自宅まで送ったの

も「会社から要請されていた行動の範囲内」

だったこと、今回の歓送迎会自体が研修の

目的を達成するために「会社において企

画された行事の一環」で、会社の事業活動

に密接に関連して行われたものであったこ

と、このような理由から A は事業主の支配

下にあり、事故は労災に当たると結論付け

た。事業主の支配下にあれば、当然、業務

遂行性があり、事故による A の死亡と運転

行為との間に相当因果関係の存在が肯定さ

れてるため、業務起因性が認められる。

通常、歓送迎会のような飲み会後の事故

は、会社関連であったとしても労災が認め

られないケースがほとんどだったが、今回

の判決により、さまざまな事情により労災

（通災）と認められる可能性が出たことに

なる。また別のケースでは、海外出張中、

現地住民との宴会でアルコール度の高い酒

を飲酒後、死亡した男性について、やはり

労基署の業務外判断を取消し、宴会での飲

酒行為が業務に必要不可欠なものだった

（＝業務起因性）として、労災と認定した

地裁判決も出た。会社関連の飲み会につい

ては、目的・費用負担・企画者・強制参加

の有無（実態として）、会社の事業活動・

業務との関連などを確認され判断されるこ

とが予想される。このため、飲み会後の事

故だったからといって労災申請を会社側で

一方的に「出来ない」と申請しない、申請

させないことがないよう、しっかりとした

事実確認が必要となるだろう。
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